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社会経営研究５

▶集落営農はソーシャル・キャピタルを強化するか
雨宮 宏司

要旨
農山村地域の活性化は、農林業の振興、地域おこしの取り組
みなど経済面、地域社会面、生活面等での総合的な取り組みが
求められる。これらの取り組みを実施するに際して、対象地域
における農村コミュニティの集落機能に活力があるか否かが、
取り組みの成否に影響を及ぼす一つの要因として重要視されて
いる。この場合、集落機能の活用→地域的な取り組みの活発化
→集落機能の活力強化という正の循環が想定される。このよう
な要因を分析する際、集落機能の活力を定量的に把握する手法
として、ソーシャル・キャピタル（以下「ＳＣ」という）の概
念を導入する試みがなされている。
一方、農村集落では、担い手不足や高齢化に対応して、個々
の農家の農業生産等を補完・代替する「集落営農」の取り組み
が発展しており、全国に約１万４千の組織があるとされてい
る。農家主体の組織である集落営農の活動が、地域全体のＳＣ
を強化し、地域の集落機能の活力向上につながれば、全国の農
山村地域の活性化に大きな効果を及ぼすと考えられる。
本稿では、「集落営農の活動によって地域のＳＣが強化され
るのではないか」との推論から、活発な活動を展開している二
つの集落営農組織でアンケート調査を実施し、集落営農の活動
と地域のＳＣとの関係を分析することとした。集落営農設立の
効果を調べるために、設立後における組合員と組合員以外との

間でどのような差が生じたのかを分析した。その結果、ＳＣの
三要素である信頼、規範及びネットワークのいずれも集落営農
活動がＳＣを強化するとの結果を示しており、「集落営農の活
動は地域のＳＣを強化する」との仮説が立証されたと考えられ
る。ただし、本分析は、あくまで既存の集落営農の二つの優良
事例に基づいた分析であり、その結果は暫定的な一仮説に過ぎ
ず、各地域の集落営農について、組織の設立前後の比較、ＳＣ
の高低と集落営農の活動内容との相関の分析、対象地域の農家
率等地域条件の違い等による比較など、よりきめの細かい厳密
な実証が今後必要である。

１．はじめに１

中山間地域の農山村集落では、過疎化と高齢化が都市部に先
がけて進行しており、雇用や生活や福祉などにおいて、現時点
でも多くの深刻な課題を抱えている。このような中、全国各地
で、地域活性化に向けた多くの自助的な取り組みや施策が講じ
られている。農山村地域の活性化を求めて、農林業の振興、地
域おこしの取り組みなど経済面、地域社会面、生活面等での総
合的な取り組みが追求されている。
これらの取り組みを実施するに際して、対象地域における農
村コミュニティの集落機能に活力があるか否かが、取り組みの
成否に影響を及ぼす一つの要因として重要視されている。この
場合、集落機能の活用が生じれば、地域的な取り組みの活発化
が起こり、さらに集落機能の活力強化という正の循環が形成さ
れることが想定される。このような要因を分析する際、集落機
能の活力を定量的に把握する手法として、ソーシャル・キャピ
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タル２（以下「ＳＣ」という）の概念を導入する試みがなされ
ている。既存研究においても、集落機能を活用する各般の施策
や事業の導入により、地域のＳＣが強化されたとの報告がある
３。
一方、農村集落では、担い手不足や高齢化に対応して、個々
の農家の農業生産等を補完・代替する「集落営農」の取り組み
が発展しており、全国に約１万４千の組織があるとされてい
る。農家主体の組織である集落営農の活動が、地域全体のＳＣ
を強化し、地域の集落機能の活力向上につながれば、全国の農
山村地域の活性化に大きな効果を及ぼすと考えられる。
本稿では、「集落営農の活動によって地域のＳＣが強化され
るのではないか」との推論から、活発な活動を展開している二
つの集落営農組織でアンケート調査を実施し、集落営農の活動
と地域のＳＣとの関係を分析してみたい。
ただし、本分析は、あくまで既存の集落営農の二つの優良事
例に基づいた分析であり、その結果は暫定的な仮説となるに過
ぎず、各地域の集落営農について、組織の設立前後の比較、Ｓ
Ｃの高低と集落営農の活動内容との相関の分析、対象地域の農
家率等地域条件の違い等による比較など、よりきめの細かい厳
密な実証が今後必要である。

２．農村地域コミュニティの成り立ち

我が国の農業生産は、特に水田を中心として、零細で、分散
錯圃の形態をとっており、農家が寄り添って集落を形成し、
「結い」と呼ばれる田植え、畔草刈り、水路の清掃、防除、収
穫など農作業や水路の管理等を共同で行うことを前提に成り立
ってきた。その地域に集まって定住し、農業生産過程で共同作

業が不可欠なことから、地域特有の絆と信頼が生まれ、生活の
一部も助け合うことにより、農村部特有の農村地域コミュニテ
ィを基礎とした集落機能が醸成された４。
具体的な集落機能については、例えば、古い時代からの慣行
である田植えなどを共同で行う「ゆい」など農業生産面での相
互補完機能があるとされる。また、地域に賦存する農地をはじ
め水路・入会地など地域資源の保全管理機能があるとされる
が、これは、そもそも農業集落内の資源に対して総有的な観念
があることに起因すると考えられている５。さらに、二次的自然
環境の創出・管理機能、行政の末端組織としての連絡やとりま
とめ機能、相互扶助を通じた一種の社会保障機能、消防団のよ
うな防災組織といった自警団的機能、村の祭祀の基礎単位とし
ての機能、歴史・伝統文化の伝承機能などがあるとされる。
集落機能を基礎としながら農業生産や地域での生活・社会活
動が行われることにより、食料の安定供給のみならず、里山な
どの自然環境の保全、洪水防止などの国土保全、相互扶助を通
じた一種の社会保障の機能、定住人口の維持による国土の均衡
ある発展、村の祭祀など伝統行事の継承等の多面的機能が発揮
されてきた。

３．集落営農の今日的意義

担い手不足や高齢化の進行した農村地域において、個々の農
家の農業生産、農業経営または農地等地域資源の維持管理等を
補完・代替する手法として、集落機能を活用した「集落営農」
の取り組みが、全国各地で地域の特性に応じて発展しており、
施策的にも推進がなされている。集落営農組織は、全国に約１
万４千の組織があるとされている。
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農業・農村をめぐる環境が変化を続け、農村の高齢化・担い
手不足が進行している中、集落営農は、従来にも増してその意
義を高めている。特に、集落の農地面積が限られており、農家
の経営規模が零細で土地利用型農業が発展しづらく、担い手不
足や高齢化が一層進行している中山間地域においては、集落営
農の意義がとりわけ大きい。
近年、集落営農内部で事業の多角化を図ったり、周辺集落営
農との連携、非農家を巻き込んだ地域活動、都市との交流活動
を行ったりするなど、集落営農をめぐって様々な新しい取り組
みが始まってきている。「集落営農」は、継続的に発展するた
め、地域農業の組織的な担い手として効率性や経営能力の向上
が求められるが、一方で、地域資源の維持管理や地域社会の活
性化の担い手として、地域社会との協調が求められる。
集落営農は、農村地域の集落機能に立脚した生産システムで
あることから、集落営農の設立や組織の維持・発展は、農家を
中心とした集落機能の活力度合が作用すると考えられるが、逆
に集落営農の活動内容や活動方法によっては、農家を中心とし
た集落機能や地域全体の集落機能の活力向上に寄与し、農村地
域の活性化に大きく貢献することが推定される。ただし、集落
営農の運用方法によっては、農家女性の役割が消失して女性が
農業から離れていく状況が生じたり６、個々の農家が農業経営
や農作業を集落営農に依存しすぎて、個々の農家の主体的な生
産態度の低下を生んだりすることが起こり、かえって集落機能
の低下を招く可能性もある。
集落機能の活力度合いについては、量的に把握する手法とし
て、近年ソーシャル・キャピタルの概念が利用されている。Ｓ
Ｃについては、米国パットナムの定義として、「協調的行動を
容易にすることにより、社会の効率を改善しうる、信頼、規範

及びネットワークのような社会的組織の特徴」との定義が知ら
れている。

４．中山間地域の二つの集落営農の事例

本稿では、中国地方の中山間地域の集落営農組織で、独自の
活動により地域活性化に大きな貢献をしている事例を二例取り
上げ、アンケート調査を実施して集落機能の活力度合いをＳＣ
の関連項目で把握し、「集落営農の活動はＳＣを強化するか」
とのテーマについて分析を行うことにする。
（１）Ａ集落営農の概要
イ）設立経緯
集落営農が組織されているＡ地域は、市の中心部から数十キ
ロ離れた中山間地帯である。水田主体の農業が営まれている
が、担い手不足、高齢化が進行している。少子化、高齢化が進
展する中で、小学校の閉校、保育所、診療所の統合などが相次
いだことから、地域住民の危機意識が高まり、13集落が統合し
た自治組織を平成15年に立ち上げた。農業生産の継続について
アンケートをとったところ、10年後には6割の農家が農業を辞
めたいとの意向を示したことから、農地を守り、農業を維持
し、集落を崩壊させずに維持発展させるためにはどうしたら良
いかとの話し合いを行った。集落懇談会は50回に及んだが、最
終的に集落営農法人を立ち上げることを決め、平成17年に設立
した。
ロ）組織の概要
地域の農業地域類型は中間農業地域であり、集落数13集落、
総世帯数約230戸、農家数は約150戸で、農家率は65％、人口
は約600人である。組織は、平成17年11月に農事組合法人とし
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て設立された。出資金は1130万円、出資者は全農家153戸のう
ち128名であり、加入率は84％である。
ハ）特徴的な活動
農業生産では、新しい品種や新たな技術にも前向きに取り組
むとともに、地域外の畜産農家と連携して、稲わらの有効活用
と堆肥の圃場還元など土づくりに熱心に取り組んでいる。ま
た、女性グループを中心に組織化し、直売所や農家レストラン
の運営、地元産米粉を活用したパンの製造販売にも取り組むな
ど、6次化の取り組みも積極的に行っている。
法人としての収益性を高め、地域に若者が根付くことを目標
としており、外部の人材確保のため、新規就農研修などの取り
組みも行っている。
農業生産や6次化の活動に加えて、自治会と連携した地域活性
化のイベント等にも関わっており、地域の所得向上、雇用の確
保と地域貢献との両面の活動を精力的に行っている。

（２）Ｂ集落営農の概要
イ）設立経緯
集落営農が組織されているＢ地域は、8割が山林という山間地
帯の急傾斜地で、水田主体の農業が営まれているが、人口減
少、高齢化が進行し、地域農業の弱体化が一段と進んでいる。
農地維持ができなくなるという地域農家の危機感の高まりを受
け、平成10年に、現在の法人の前身となる任意の農作業受託組
織を設立。平成14年には、近隣の協業型の生産組織と合併し、
組織基盤を強化した。平成15年には、中山間地域の集落存続、
農業の担い手づくりと受け皿づくりをめざし、有限会社として
法人化した。
ロ）組織の概要

地域の農業地域類型は山間農業地域であり、集落数５集落、
総世帯数約90戸、農家数75戸で、農家率は約85％、人口は約
250人である。水田面積は約33ｈａで、水稲作付面積は約22ｈ
ａである。組織は、平成15年8月に有限会社として設立され
た。資本金は1920万円で、出資社員は32名、参加農家は80戸
（設立当時）である。
ハ）特徴的な活動
会社の経営理念、運営方針として、①営農活動は経済活動で
あることを明確にするとともに、経営としての合理性だけでな
く、地域全体の合理性を追求する、②法人格を持ち農地の集積
を図るとともに、農村を支える担い手として農外事業に積極的
に取り組む、③会社方式を最大限活用し、経営の多角化を図
り、周年雇用を確立するとなっており、経営の合理性と地域貢
献の両面を目指している。
若い担い手人材確保のため、外部の若者を含む人材の法人へ
の雇用を積極的に行っている。また、棚田などの急傾斜地の畦
畔除草として、ヒツジの放牧をとり入れ、さらに、女性を組織
化して、羊毛を毛糸やマフラーなどに加工して、販売する事業
に取り組んでいる。加えて、市から高齢者の介護サービス事業
を受託しており、地域に貢献しつつ、事業を多角化している。

５．アンケート調査の結果

（１）アンケート調査の方法
アンケート調査は、集落営農の活動集落の全世帯、16歳以上
の住民を対象に調査した。回収数はＡ地区が286部、Ｂ地区が
150部であり、回答者の平均年齢はＡ地区が63.1歳、Ｂ地区が
60.1歳であった。
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調査項目は、平成19年に農林水産省ソーシャル・キャピタル
研究会が実施した項目を基本に、「地域の人々の信頼、規範及
びネットワーク」のそれぞれについて設定するとともに、集落
営農組織の設立前後でＳＣの要素に変化があるかどうかを見る
ための項目について設定した。

（２）調査項目
信頼に関わる基本項目として「地域の人への信頼」及び「旅
先で会った人への信頼」を、規範に関わる基本項目として「農
地等の地域資源の保全活動への参加」、「農業の寄合への参
加」、「祭り等伝統行事への参加」及び「都市農村交流等の行
事への参加」を、ネットワークに関わる基本項目として「近所
づきあいの程度」、「近所づきあいの頻度」、「友人に会う程
度」、「友人に会う頻度」、「自治会などへの参加」、「ボラ
ンティア活動への参加」、「女性の意見の採用」及び「青年の
意見の採用」を設定した。
また、集落営農組織の設立前後でＳＣの要素に変化があるか
どうかを見るための項目として、「近所付き合いの頻度」、
「知人等の付き合い頻度」、「自治会等への参加」、「農地等
の保全活動への参加」、「農業の寄合への参加」、「祭り等伝
統行事への参加」、「都市農村交流活動への参加」、「ボラン
ティア活動への参加」、「地域活性化の活動への参加」、「農
作業を他人に頼る気持ち」、「集落内の人間関係」及び「集落
内外の人への信頼感」のそれぞれについて、設立前後での変化
を尋ねた。

（３）ＳＣ基本項目の調査結果
調査結果については、その一部を後のページに表で示してあ

るが、概要は以下の通りであり、次の三つの特徴が見られた。
第１の特徴は、「信頼」についてである。「地域の人への信
頼」については、Ａ地区では53％の回答者が概ね半数以上の人
に信頼を感じており、加重平均をとっても0.67と、全国計の
54％、0.63とほぼ同様の結果となった。Ａ地区では、集落営農
組織が自治会とも連携した地域活動を積極的に行っている地区
であり、地区内の信頼感は全国計より高いことが想定された
が、Ａ地区は13集落が集まって設立された広域で世帯数の比較
的多い集落営農組織であり、一方全国調査の対象地区は単一集
落の狭い集落営農組織が多いことを勘案すると、広域の割には
地区内の人々の信頼感が比較的高いことを示していると考えら
れる。Ｂ地区では、81％の回答者が概ね半数以上の人に信頼を
感じており、加重平均をとっても1.36と、全国計に比べ大幅に
地区内の信頼感が高いとの結果となった。「旅先等での人への
信頼」も同様の結果となった。
第２の特徴は、参加の「規範」についてである。「農地等の
保全活動への参加」は、Ａ地区では47％の回答者が積極的か可
能な範囲で参加と回答しており、加重平均も0.36と、全国計の
24％、0.07と比べ大幅に参加状況が高い結果となった。Ｂ地区
では、56％の回答者が積極的か可能な範囲で参加と回答してお
り、加重平均も0.49と、全国計に比べさらに高い参加状況とな
った。「農業の寄合への参加」及び「祭り等伝統行事への参
加」でも同様の結果となった。「都市農村交流等の行事への参
加」については、Ａ地区で29％の回答者が積極的か可能な範囲
で参加と回答しているが、Ｂ地区では16％と、全国計の18％と
比べて大きな差がない結果となった。Ａ地区で全国計より多少
高い数値となっているが、そもそも都市農村交流の行事は、地
域住民全体を巻き込むような行事が少なく、ＳＣ要素に反映す
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るような動きにはなりにくいのではないかと考えられる。ま
た、Ｂ地区を含む町では、最近、都市住民も参加するマラソン
大会が交流行事として開始され、住民もボランティアで行事に
参加しているが、取り組みが最近であること、住民の参加が一
部に限られていることなどから、ＳＣ要素へ反映するまでの動
きにはなっていないと考えられる。
第３の特徴は、「ネットワーク」についてである。「近所付
き合いの程度」では、日常的な立ち話以上の付き合いがＡ地区
で69％、Ｂ地区で85％、全国計で71％であった。農村地域で
はそもそも近所付き合い等のネットワークが都市部に比べて強
いと考えられ、高水準での差異であるが、Ｂ地区は、そのよう
な中でも地区内のつながりがＡ地区や全国計と比べて強いと考
えられる。「近所付き合いの頻度」では、月数回以上の付き合
いが、Ａ地区で67％、Ｂ地区で85％、全国計で84％であっ
た。Ａ地区が、Ｂ地区及び全国計に比べて低い結果となった
が、これは、70歳以上の高齢者の割合が、Ａ地区で39％、Ｂ地
区で27％、全国計で24％となっており、Ａ地区の高齢者割合が
高いことが原因しているのではないかと考えられる。「友人に
会う頻度」や「親戚に会う頻度」では、両地区とも全国計より
低い結果となっているが、これは友人や親戚との住居の距離、
高齢化の程度等が、両地区は全国計よりも条件が悪いのではな
いかと考えられる。地縁的活動である「自治会等への参加」
は、参加している割合がＡ地区で56％、Ｂ地区で75％、全国計
で49％との結果となり、Ａ、Ｂ両地区とも全国計より高い結果
となり、特にＢ地区は大幅に高い結果となった。自治会活動よ
りオープンな活動である「ボランティア活動への参加」は、参
加している割合が、Ａ地区で29％、Ｂ地区で27％、全国計で
13％であり、両地区が同様の割合で全国計より高い結果となっ

た。

（４）集落営農設立後の変化に関する調査結果
集落営農の活動が地域のＳＣにどのような変化を及ぼしたか
について傾向をつかむために、集落営農組織設立前後の住民の
意識や行動の変化について尋ねるアンケート調査を行った。結
果については、集落営農組織の組合員と組合員以外とを比較し
ながら整理しており、その一部を後のページに表で示した。こ
こで、組合員は、農家で集落営農組織への参加者であるが、主
として農家の経営主である。組合員でない者は、非農家、集落
営農組織に参加していない農家、集落営農に参加している農家
だが集落営農の活動にかかわっていない家族等が含まれてい
る。概要は以下の通りである。
第１に、信頼については、「集落内の人間関係の変化」で
は、Ａ地区では、組合員は、変わらないが56％、かなり良くな
った・良くなったが26％、悪くなった・少し悪くなったが
8％、組合員でない者がそれぞれ82％、10％、2％であった。
Ｂ地区では、組合員は、それぞれ83％、10％、0％であり、組
合員でない者は、それぞれ82％、4％、5％であった。過半の回
答は「変わらない」との回答であるが、これは元々、両地区と
も農業中心の中山間地域であり、地域の住民に集落営農組織を
立ち上げるだけのＳＣの蓄積があって、集落機能が一定程度機
能しているために、あまり変化があるとは感じられなかったの
ではないかと考えられる。
　そのような中で、Ａ地区の組合員においては、組織設立前後
の変化が比較的大きい結果となった。これは、13集落を統合し
た集落営農組織であり、広域の活動を展開する中で、組合員を
中心に相互の人間関係に変化が生じたものと考えられる。関係
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が良くなったとの回答が26％あり、ＳＣの強化につながる結果
と考えられるが、従来にない活動の展開により軋轢もあると思
われ、8％の回答者が悪くなったと答えている。組合員以外の回
答者も10％が良くなったと回答しており、集落営農活動のＳＣ
への影響が、まず組合員相互の関係に現れ、次第に組合員以外
の住民へも浸透していっているのではないかと推定される。Ｂ
地区は、Ａ地区よりも山間部で、集落営農の範囲もＡ地区より
狭く、農家率が85％の地域であることから、Ａ地区よりも地域
内の結束が元々強いと考えられ、人間関係の変化はＡ地区より
も少ない結果となったが、Ｂ地区でも10％の回答者が人間関係
が良くなったと回答していることが注目される。「集落内外の
人への信頼感の変化」も同様の結果となったが、Ｂ地区の組合
員で、良くなったとの回答が18％あったことが注目される。
第２に、規範については、信頼よりも変化が大きいという結
果を得た。「農地等の保全活動への参加状況の変化」では、Ａ
地区の組合員は、以前よりかなり多く・多く参加の割合が
29％、変わらないが49％、少なくなったが8％との結果とな
り、組合員でない者は、それぞれ8％、77％、1％との結果とな
った。Ｂ地区では、組合員がそれぞれ18％、63％、5％であ
り、組合員でない者が3％、81％、4％との結果となった。「農
業の寄合への参加」もほぼ同様の傾向となった。これらの結果
については、集落営農活動において、まずは、規範的な活動が
組合員に促され、その他の活動も相まって組合員間の人間関係
が密となり信頼も増していく。さらに、その人間関係の変化
が、組合員以外の地域住民に浸透していくとの経過を示してい
るのではないかと考えられる。
第３に、ネットワークについては、「近所づきあいの頻度の
変化」では、Ａ地区の組合員で、かなり・少し増えたとの回答

が31％、変わらないが53％、少し・かなり減ったが7％との結
果であり、組合員でない者はそれぞれ10％、72％、7％であっ
た。「自治会等への参加状況の変化」では、Ａ地区の組合員
で、以前よりかなり多く・多く参加との回答が26％、変わらな
いが50％、少なくなったが11％との結果であり、組合員でない
者はそれぞれ12％、69％、6％との結果となった。Ｂ地区で
は、組合員がそれぞれ26％、55％、8％であり、組合員でない
者がそれぞれ7％、82％、5％との結果となった。「お祭り等伝
統行事への参加状況の変化」、「ボランティアへの参加状況の
変化」においても、ほぼ同様の結果となったが、自治会等への
参加状況に比べ、Ａ地区で参加が少なくなったとの回答者の割
合が、「伝統行事」では組合員13％、組合員でない者12％、
「ボランティア」ではそれぞれ15％、14％と比較的高い割合と
なったが、これは高齢化の進行により最低限の付き合い以上の
行事には参加できなくなった者が増えたことによると考えられ
る。

５．結論

（１）アンケート調査結果に見る集落営農活動のＳＣ強化への
影響
ＳＣの要素についてアンケート調査の結果を分析すると、第
１に「信頼」についての基本項目の調査結果から、Ａ地区は全
国計と同等のＳＣ、Ｂ地区は全国計を大幅に超えるＳＣを有し
ていると考えられる。両地区は、中山間農村集落であり、元々
都市部に比べれば集落機能が働いており、高いＳＣの蓄積があ
ったと考えられる。問題は、変化を見る項目の調査結果である
が、集落営農の活動によって、組合員を中心に地区内の人間関
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係や信頼度合いがさらに良好に変化しており、ＳＣが強化され
ていると考えられる。特にＡ地区でこの傾向が強いが、これは
強固なつながりを持つ小さな集落が広域に集まって集落営農組
織を立ち上げたことにより、組合員を中心に住民同士の新しい
つながりが育まれたものであり、そのつながりはさらに地区住
民全体に浸透してきていると考えられる。
第２に、「規範」についてみると、基本項目の調査結果で
は、農地等の保全活動や寄合への参加は、両地区とも全国計よ
り大幅に高い数値となっており、また変化の項目の調査結果に
おいて、両地区とも参加が増えた者の割合が一定程度あること
から、集落営農の活動が、規範を通じて、ＳＣの強化につなが
っていると考えられる。
第３に、「ネットワーク」については、基本項目の調査結果
によれば、Ａ地区もＢ地区も、近所付き合いは全国計と同等、
友人・親戚との付き合いは同等か多少低いレベルとの結果であ
った。また自治会やボランティアへの参加は両地区とも全国計
より高い結果となった。変化を見る項目の調査結果によれば、
付き合いの深まりや参加の増加がみられ、全国計に比べ、広域
で付き合いのなかった住民同士の新しいつながりができ、集落
営農活動がＳＣを強化していることがうかがえる。
総じていえば、ＳＣの三要素である信頼、規範及びネットワ
ークのいずれも集落営農活動がＳＣを強化するとの結果を示し
ており、「集落営農の活動は地域のＳＣを強化する」との仮説
が立証されたと考えられる。
ただし、前述したように、本分析は、あくまで既存の集落営
農の二つの優良事例に基づいた分析であり、その結果は暫定的
な一仮説に過ぎず、各地域の集落営農について、組織の設立前
後の比較、ＳＣの高低と集落営農の活動内容との相関の分析、

対象地域の農家率等地域条件の違い等による比較など、よりき
めの細かい厳密な実証が今後必要である。

（２）ＳＣを強化する両集落営農の特長的な活動内容
まずは、地域で集落営農を組織化すること自体に、地域のＳ
Ｃを強化する効果があると考えられる。立ち上げに際して、両
地区とも、組織化に向けて地域内で何十回という会合を重ねて
おり、農家を中心に地域住民の交流が図られ、地域を思う気持
ちが高まり、ＳＣ強化につながっていると考えられる。組織設
立後の活動においても、代表者の会合や総会などで住民の交流
が図られるとともに、集落営農組織が企画する様々な取り組み
において、住民相互の交流が促進され、地域の行事への参加意
識が高まり、ＳＣ強化につながると考えられる。
両地区とも、集落営農のリーダーは、優れた組織運営の理念
を有し、地域を思う気持ちが人一倍強く、経営管理能力も高い
ことから、集落営農組織の継続的な発展を支えるとともに、地
域の農家や非農家を含む住民の能力や体力に応じた全員参加を
念頭に集落営農が運営されている。
具体的には、両地区ともに、農家個々でできることはそれぞ
れで作業してもらい、集落営農組織としては機械収穫など共同
で行うことがふさわしい作業に限定して、組合員の参加意識を
高めている。併せて、機械作業も、オペレーターをできるだけ
幅広く募って多くの者が参加できるように考慮されている。
また、Ａ地区では、パンの製造販売、直売施設の運営、農家
レストランの運営などを、Ｂ地区では、畦畔除草に導入した羊
の毛を使った製品開発・販売、市の受託を受けた介護業務の展
開など、幅広い活動に取り組むことにより、住民の雇用を生み
出し、参加機会を増大させている。
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また、Ａ地区では、広域の集落営農組織を立ち上げたことか
ら、数多い住民相互の交流を図るため、自治会と連携して、
様々な地域活動を企画・実施しており、住民相互の信頼やネッ
トワーク構築に貢献している。
（３）地域のＳＣを強化するための集落営農の今後の課題
今後、各地の集落営農は、まずは継続的に発展していくこと
が不可欠であるが、他方で収益性を度外視した運営では立ち行
かなくなると考えられる。しかし、地域の経営及び資源管理の
担い手として発展していくためには、収益性とともに地域社会
性についても配慮が必要で、両者をバランス良く高めながら、
活動を強化していくことが必要である。
地域のＳＣ強化の観点からは、集落営農の活動方法によっ
て、地域の人的社会資本としての住民のＳＣが高まり、それが
地域の活性化につながることを意識しながら、運営を工夫する
ことが重要である。このため、構成員や地域住民が何らかの役
割を分担して活動に参加できるよう環境作りを行うことが重要
である
その際、地域の自治会組織との連携、外部の人間の意見を取
り入れる柔軟さ、他地域の集落営農との連携により経済活動や
社会活動に幅を持たせること等に挑戦していくことが、集落営
農の持続的な発展につながり、地域の活性化に貢献できると考
える。

（参考１）アンケート調査結果（ＳＣ基本項目：抜粋）
ⅰ）地域の人への信頼
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（参考２）アンケート調査結果（ＳＣの変化に関する項目：抜
粋）
ⅰ）集落内の人間関係の変化　　
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ⅱ）農地等の保全活動への参加状況の変化
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ⅲ）近所付き合いの頻度の変化
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注
１　本稿は、放送大学経済学教室修士課程の26年度修士論文を
もとに再整理したものであり、論文作成に当たっては放送大学
客員教授で島根大学生物資源科学部伊藤勝久教授に一方ならぬ
ご指導をいただいた。この場を借りて感謝申し上げる
２　ソーシャル・キャピタルとは、人々の協調行動を活発にす
ることによって、社会の効率性を高めることのできる、「信
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頼」「規範」「ネットワーク」といった社会的仕組みの特徴で
ある（1993年、ロバート・パットナム『Making Democracy 
Work』、邦訳『哲学する民主主義』）
３　中村省吾・星野敏等（2009）、古澤愼一等（2009）
４　多くの農村コミュニティの形成には、水田農業の歴史と深
いかかわりが見られる。水田農業は、小規模で分散した農地所
有という特徴で共同活動を基礎としたことから、近隣に多くの
住民が居住する農業集落を形成した。水田農業、農業用水・水
管理等の共同作業を通じ、集落において村落共同体が形成さ
れ、集落ごとの強い絆が形成されていった（農村におけるソー
シャル・キャピタル研究会報告／農林水産省、2007年、9－
10pp）
５　伊藤勝久（2012）
６　竹安栄子（2010）
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